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震災時の図書館における事業継続への取組

―仙台市図書館の経験から―
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はじめに
　東日本大震災から 5 年が経ち、仙台市の復興事業も
ひとつの区切りを迎えている。
　筆者は、震災発生時、地区館である太白図書館に勤
務していたが、2012 年 4 月、若林区中央市民センター
に異動となり、その後 3 年間、震災の被害が最も大き
かった沿岸部の行政区で、区役所と公民館の職員とい
う立場から、震災復興に向けたまちづくりと社会教育
の業務に携わることになった。
　仙台市図書館ではその間、2012 年 3 月に「仙台市
図書館振興計画」（1）を策定し、これまでの図書館政策
の課題を整理するとともに、今後進めるべき施策をま
とめている。これは、震災前にほぼ完成していたもの
で、1 年遅れの策定となったが、震災を受けての取組
についてはごく簡単に触れるにとどまっている。
　現在、この計画の見直しを控えていることもあり、
改めて震災をふまえた図書館の利用者サービスの継続
といった視点から、現状と課題を考えてみたい。
　
仙台市図書館の現況
　仙台市図書館は 7 館ある（2）。いずれも複合施設で、
4 館が直営、3 館が指定管理者による運営となってい
る。市民図書館の震災直後の状況については、すでに
詳細な報告があるが（3）（4）、ここではまず、震災前後で
施設や運営形態が変わった館を含め、各館の規模と
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災後の利用者
サービス再開時期を示したい。
　比較的早い時期の再開が可能となった広瀬図書館を
除き、各図書館では、施設の安全確認と修繕工事が終
了する前に、屋外やロビースペースを利用した臨時窓
口による貸出サービスを開始しており、最も早い太白

図書館の臨時窓口開設と移動図書館の暫定運行は 4 月
5 日、震災から 25 日後であった。
　その後、広瀬図書館の 4 月 19 日を皮切りに、2 か
月以内に 3 館、5 か月以内に 6 館が再開し、最も被害
が大きかった泉図書館の再開には 8 か月以上を要し
た。各図書館の被害状況は、『仙台市図書館要覧』（5）に
その概要が記されているが、特に泉図書館では、外壁、
内壁に多数の亀裂が入り、一部では室内の壁面から外
が見える状態であった。

表　仙台市図書館

館名 運営
形態

蔵書数
（冊）

職員数
（人）

施設再開日
臨時窓口開設日

広瀬 指定
管理＊1 10 万 13  4  月 19 日

市民
（中央） 直営 55 万 44  5  月 3  日

 4  月 9  日

太白 直営 20 万 27  5  月 10 日
 4  月 5  日

若林 指定
管理＊2 23 万 27  5  月 27 日

 4  月 6  日

榴岡 指定
管理＊3 7 万 12  7  月 26 日

 5  月 12 日

宮城野＊4 直営 22 万 21  8  月 5  日
 4  月 28 日

泉 直営 52 万 36  11 月 30 日
 5  月 12 日

移動
図書館 委託＊5

3,500
（積載）

2 台
9

 5  月 31 日
 4  月 5  日

（暫定運行開始）
蔵書数・職員数は 2015 年 4 月現在
*1　2008 年 4 月から移行
*2　2015 年 4 月から移行
*3　2012 年 4 月から移行
*4　2012 年 10 月に新館へ移転
*5　1999 年 10 月から移行

施設維持のために
　震災後、図書館施設を復旧させるにあたって、最も
時間を要したのは大小を問わず修繕工事であった。あ
まりに大規模な災害であったため、やむを得なかった
ところではあるが、今後も、自然災害に限らず様々な＊仙台市民図書館

小特集

東日本大震災から5 年

2016 年 3 月、東日本大震災の発生から 5 年を迎えました。

これまでに行われた被災地の図書館の活動や取組を今後に生かすために、今号では小特集を企画しました。
被災地における図書館の事業継続への取組や移動図書館の活動、震災の記録を残す取組、また、被災図書館へ
の支援活動を紹介します。
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要因で施設の修繕が必要になることが予想される。
　仙台市では、公共施設の持続的提供のために「仙台
市公共施設総合マネジメントプラン」（6）をまとめ、施
設の長寿命化に向けた取組を始めている。「壊れた後
で直す事後保全」から、「大切に長く使う計画保全」
への転換により、施設の長寿命化を図り、事業の継続
と長期的視野でのコスト削減をめざすものである。
　改めて図書館の施設管理を考えると、壊れる直前ま
で使用するのが通常となっており、仙台市の財政状況
から見ても理想的に保全を進めるのはかなり難しいと
思われるが、このプランで重要性が示されている点検
の徹底については、現場での取組が可能と考えている。
施設を熟知している職員による目視や、触ってみたり
動かしてみたりして違和感がないかといった小さな確
認作業の積み重ねにより、施設の安全性と職員の意識
を高め、計画保全の取組につなげていきたい。

仙台市の事業継続計画
　仙台市では、2015 年 3 月に「仙台市業務継続計画
（BCP）［地震・津波災害対策編］」（7）を策定している。
これは、東日本大震災がこれまでの想定をはるかに超
える大災害であったため、被災直後からマンパワーが
不足するとともに、災害対応業務と通常業務の配分や
通常業務の再開時期が不明確であったことにより業
務の遂行に多くの混乱をきたしたことを教訓としてい
る。各部局の非常時優先業務として、災害対応業務と
優先的通常業務の大枠が、発災から時系列で示されて
おり（8）、教育局の社会教育施設である図書館は、所管
施設の再開に向けた業務とともに、指定避難所の運営
を担当することになっている。
　発災から 3 時間以内に着手する災害対応業務は、所
管施設の保全・利用者保護・被害調査・応急復旧等と、
避難所運営である。市内に約 200 か所ある指定避難所
は、それぞれ運営を担当する課が決まっており、図書
館も、直営館 4 館が所定の避難所を割り振られている。
　優先的通常業務は、発災の 24 時間後から 72 時間以
内では社会教育施設所蔵資料の整理、1 週間後から 1
か月以内では社会教育施設の管理運営の復旧、1 か月
後から 2 か月以内では社会教育施設の再開とされてい
る。
　先に示した震災後の図書館の再開状況に照らしても
現実的な計画といえるが、学校の再開が、72 時間後
から 1 週間以内とされていることをふまえ、これから
も可能な限り早期の再開に向けた取組を考えていきた
い。

図書館事業の継続のために
　2011 年 11 月に開催された第 13 回図書館総合展

におけるフォーラム「図書館のための事業継続計画
（BCP）とは何か？－東日本大震災をふまえて」（9）のな
かで、アカデミック・リソース・ガイド株式会社の岡
本真氏が、自治体職員が災害対策本部へ組み込まれる
ことに触れている（10）。仮に避難所が開設されるよう
な災害が発生した場合、仙台市でも直営 4 館の職員は
先に記したように自治体の災害対応業務にあたること
が優先され、市民図書館では、正職員が 2 名ずつ交代
であらかじめ指定された担当の避難所での業務につく
ことになっている。それ以外の職員は非正規職員を含
め、基本的に図書館の再開にむけた優先的通常業務に
つくことになる。これは東日本大震災時の対応の反省
によるもので、非常時に担当する業務を計画に入れて
おくことで、関係する機関と日頃から情報共有をはか
るとともに、本来の事業の継続をより確実することに
つながると考えられる。
　図書館における利用者サービスの継続には、施設・
資料・システムの三つの要件が確保されることが必要
であろう。もちろん、それらを稼働させる職員が必要
となるのは当然である。
　施設については前述のとおりだが、資料に関する業
務を振り返ると、散乱した図書の排架等の作業は比較
的短時間で着々と進められたように思う。各館とも耐
震対策が徹底されていたため、書架の倒壊は無く、津
波による被害も無かったことが幸いであった。割れた
ガラス片にまみれた一部の図書を処分することはあっ
たが、200 万冊近い蔵書は職員の手で次々と元の書架
に収められていった。仮に、火災や津波といった図書
館そのものが損壊するような災害を想定すると、仙台
市図書館でのみ所蔵している地域資料等を、電子化に
よりデータ化し複数館で保存していくといった対策が
課題である。
　図書館システムの復旧は2週間後の3月25日であっ
た。復旧作業の経緯は「東日本大震災の記録－ 3.11
をわすれないために－」（11）に記されているが、建物の
安全確認とサーバ室の空調機器が作動するまでに 10
日以上を要している。空調機器の復旧により連続作業
が可能となった 2 日後には全館のシステムが稼働し、
臨時窓口での貸出開始に向けて準備を進めていくこと
ができた。2 週間は決して短い期間ではないが、当時
の状況のもとでは無理からぬところと思われた。今後
も図書館システムの更新を控えており、関係者ととも
に様々な事態を想定した対応をしていかなければなら
ない。
　県北部の沿岸部に位置する気仙沼市では、「2 階部
分が使えなくても、コンピュータが動かなくても、貸
出ができなくてもいいではないか」と、3 月 30 日に
図書館を再開している（12）。仙台市でも、避難所への
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配本や児童館での読み聞かせ等をはじめていたが、仮
にシステム復旧が遅れた場合であっても、もう一歩進
めた取組をできたのではなかろうか。震災直後、停電
や移動手段の断絶により接する情報が限られていた時
に、新聞や週刊誌の報道が貴重なものであった。たと
えば、地元書店組合に協力を要請し、災害直後に発行
された出版物を優先的に納品してもらい、迅速に閲覧
サービスを提供するなど、システムが動かない事態で
も可能なサービスを検討することが重要である。
　仙台市図書館の職員は、直営館ではおよそ半数が市
の正職員、残りの半数が図書館専任の嘱託職員と臨時
職員である。正職員は非常時の災害対応業務を担当す
るが、非正規職員と指定管理館の職員はいずれも図書
館業務に専心することになる。震災直後、正職員が被
災者支援や施設の復旧に奔走する中で、嘱託職員や指
定管理館の職員たちが協力し合い散乱した図書の排架
や貸出サービスの準備にあたったことは図書館再開へ
の大きな力となった。非正規職員の雇用や指定管理者
制度の是非は、また別の大きな問題であるが、図書館
が現在置かれている状況のなかで利用者サービスを継
続していくためには、全館の職員の力を最大限活かし
た運営が不可欠と実感している。
　前掲のフォーラムの中で、日本図書館協会事務局長
（当時）の松岡要氏が、非常時に図書館が事業を継続
するためには図書館が日常的にどのようなサービスや
取組をしているのかが問われるとの発言（13）をされて
いるが、まさに、非常時の問題は、日常の問題の延長
線上にあり、日常の取組のなかに減災・防災の新たな
可能性があると思われる。

おわりに
　震災後、筆者が区役所の業務に携わっていた時、神
戸市から派遣されていた保健師の話を聴く機会があっ
た。保健福祉の分野でも、阪神淡路大震災後に顕著と
なった問題は、震災前からの問題が一気に顕在化して
現れたのであって、問題の本質は震災にあるのではな
いとのことであった。
　図書館においても、市民の暮らしに直結したサービ
スを担う自治体の施設として、現状の課題の一つひと
つに粘り強く向き合っていくことが重要であろう。震
災後、臨時窓口を開設した初日にやって来た利用者
に、「私にとって図書館はライフラインなの」と言わ
れた言葉が改めて思い出される。多くの市民の暮らし
にとって図書館が不可欠な存在となれるよう日々の業
務に努めていきたい。
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